
9

10 
17 
18 
19 
21 
70 
 
 
 

22 
23 
29 
33 
34 
35 
37 
38 
39 
41 
42 
43 
44 
45 
71 
 
 
 

46 
47 
53 
57 
58 
59 
61 
62 
63 
65 
66 
67 
68 
69 
71 
 

 
中間連結財務諸表 
セグメント情報・損益の状況（連結） 
貸出業務・証券業務（連結） 
有価証券・金銭の信託の時価等情報（連結） 
連結自己資本比率 
資本の状況 
 
 
 
経営指標 
中間連結財務諸表 
中間財務諸表 
損益の状況（単体） 
預金業務（単体） 
貸出業務（単体） 
為替業務・国際業務（単体） 
証券業務（単体） 
有価証券・金銭の信託の時価等情報（単体） 
デリバティブ取引情報（単体） 
諸比率等（単体） 
店舗・人員の状況 
自己資本比率（連結） 
自己資本比率（単体） 
資本の状況 
 
 
 
経営指標 
中間連結財務諸表 
中間財務諸表 
損益の状況（単体） 
預金業務（単体） 
貸出業務（単体） 
為替業務・国際業務（単体） 
証券業務（単体） 
有価証券・金銭の信託の時価等情報（単体） 
デリバティブ取引情報（単体） 
諸比率等（単体） 
店舗・人員の状況 
自己資本比率（連結） 
自己資本比率（単体） 
資本の状況 
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（単位：百万円） 

 

中間連結貸借対照表 

中間連結財務諸表 

平成17年度末 
（平成18年3月31日） 

平成17年度中間期末 
（平成17年9月30日） 

 

243,893 

70,000 

20,200 

211,610 

10,440 

16,398 

1,673,759 

6,675,912 

13,664 

111,159 

 

135,336 

45,619 

90,636 

 

271,491 

△139,906 

9,450,217

平成18年度中間期末 
（平成18年9月30日） 

 

（資産の部） 

現金預け金 

コールローン及び買入手形 

債券貸借取引支払保証金 

買入金銭債権 

特定取引資産 

金銭の信託 

有価証券　※1、9 

貸出金　※3、4、5、6、7、8、9、10 

外国為替　※8 

その他資産　※9 

動産不動産 

有形固定資産　※11、12、13 

無形固定資産 

繰延税金資産 

連結調整勘定 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

資産の部合計 

当社の中間連結財務諸表は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、新日本監査法人及び監査法人トーマツの監査証明を受けております。 

 

436,403 

ー 

ー 

215,223 

9,543 

25,572 

1,709,425 

6,538,596 

13,472 

108,078 

117,619 

 

 

120,565 

39,432 

279,268 

△183,578 

9,429,623

 

346,805 

ー 

ー 

215,361 

9,467 

25,422 

1,749,069 

6,678,269 

14,816 

126,901 

116,291 

 

 

101,880 

39,968 

271,390 

△160,015 

9,535,627

 

8,142,642 

96,861 

184,300 

137,997 

639 

38,673 

397 

71,230 

73,029 

22 

11,946 

9,222 

279,268 

9,046,232 

 

431 

 

50,000 

272,413 

38,089 

9,156 

13,642 

△342 

382,959 

9,429,623

（単位：百万円） 

平成17年度末 
（平成18年3月31日） 

平成17年度中間期末 
（平成17年9月30日） 

平成18年度中間期末 
（平成18年9月30日） 

 

8,163,408 

40,477 

317,500 

107,877 

755 

34,754 

345 

71,220 

100,418 

24 

11,831 

9,159 

271,390 

9,129,162 

 

451 

 

50,000 

272,576 

57,542 

9,063 

17,136 

△303 

406,014 

9,535,627 

 

 

 

 

 

 

（負債の部） 

預金　※9 

譲渡性預金 

コールマネー及び売渡手形　※9 

債券貸借取引受入担保金　※9 

特定取引負債 

借用金　※9、14 

外国為替 

社債　※15 

その他負債 

賞与引当金 

退職給付引当金 

再評価に係る繰延税金負債　※11 

支払承諾 

負債の部合計 

（少数株主持分） 

少数株主持分 

（資本の部） 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本の部合計 

負債、少数株主持分及び資本の部合計 

（純資産の部） 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

自己株式 

株主資本合計 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

土地再評価差額金　※11 

評価・換算差額等合計 

少数株主持分 

純資産の部合計 

負債及び純資産の部合計 

 

8,229,509 

82,776 

31,768 

27,194 

637 

188,359 

527 

71,220 

109,714 

24 

11,523 

9,120 

271,491 

9,033,865 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50,000 

272,578 

69,161 

△375 

391,364 

16,149 

△659 

9,005 

24,494 

493 

416,352 

9,450,217
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117,549 

75,617 

63,456 

9,788 

22,852 

750 

16,275 

2,052 

89,320 

7,098 

3,806 

5,351 

9,810 

46,707 

20,352 

28,228 

284 

 

50 

102 

131 

352 

 

322 

11 

ー 

18 

28,160 

751 

12,224 

49 

15,135 

 

121,149 

74,763 

62,991 

8,680 

21,410 

664 

15,277 

9,032 

110,217 

6,566 

4,093 

5,339 

7,973 

47,591 

42,745 

10,932 

100 

80 

 

19 

ー 

1,980 

386 

 

944 

631 

18 

9,052 

629 

2,544 

44 

5,833

（単位：百万円） 

 

240,986 

150,862 

126,114 

18,671 

43,085 

1,159 

33,136 

12,742 

192,700 

13,617 

7,922 

10,999 

16,609 

94,083 

57,390 

48,285 

624 

336 

 

85 

202 

2,339 

652 

 

1,020 

631 

34 

46,571 

695 

18,989 

49 
26,837

 

272,412 

1 

1 

272,413 

 

 

35,586 

6,077 

5,833 

243 

3,573 

3,573 

38,089

 

272,412 

164 

164 

272,576 

 

 

35,586 

27,174 

26,837 

336 

5,218 

5,218 

57,542

（単位：百万円） 

 

  中間連結損益計算書 

中間連結剰余金計算書 

経常収益 

　資金運用収益 

　（うち貸出金利息） 

　（うち有価証券利息配当金） 

　役務取引等収益 

　特定取引収益 

　その他業務収益 

　その他経常収益 

経常費用 

　資金調達費用 

　（うち預金利息） 

　役務取引等費用 

　その他業務費用 

　営業経費 

　その他経常費用　※1 

経常利益 

特別利益 

　動産不動産処分益 

　固定資産処分益 

　償却債権取立益 

　その他の特別利益 

特別損失 

　動産不動産処分損 

　固定資産処分損 

　減損損失 

　前期損益修正損 

　その他の特別損失 

税金等調整前中間（当期）純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

少数株主利益 

中間（当期）純利益 

 

（資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高 

資本剰余金増加高 

　自己株式処分差益 

資本剰余金中間期末（期末）残高 

 

（利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高 

利益剰余金増加高 

　中間（当期）純利益 

　土地再評価差額金取崩に伴う増加額 

利益剰余金減少高 

　配当金 

利益剰余金中間期末（期末）残高 

平成17年度 
平成17年4月 1日から （平成18年3月31日まで） 

平成17年度中間期 
平成17年4月 1日から （平成17年9月30日まで） 

平成17年度 
平成17年4月 1日から （平成18年3月31日まで） 

平成17年度中間期 
平成17年4月 1日から （平成17年9月30日まで） 

平成18年度中間期 
平成18年4月 1日から （平成18年9月30日まで） 
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中間連結財務諸表 
　 中間連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円） 

直前連結会計年度末残高 

中間連結会計期間中の変動額 

剰余金の配当（注） 

中間純利益 

自己株式の取得 

自己株式の処分 

土地再評価差額金の取崩 

持分法適用会社の持分変動に伴う自己株式 
の増減 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中 
の変動額（純額） 

中間連結会計期間中の変動額合計 

中間連結会計期間末残高 

50,000 

  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 
－ 

 
－ 

－ 

50,000

272,576 

  

－ 

－ 

－ 

1 

－ 

 
－ 

 
－ 

1 

272,578

57,542 

  

△3,573 

15,135 

－ 

－ 

57 

 
－ 

 
－ 

11,619 

69,161

△303 

  

－ 

－ 

△79 

5 

－ 

 
3 

 
－ 

△71 

△375

379,814 

  

△3,573 

15,135 

△79 

6 

57 

 
3 

 
－ 

11,549 

391,364

株主資本 

利益剰余金 株主資本合計 自己株式 資本金 資本剰余金 

直前連結会計年度末残高 

中間連結会計期間中の変動額 

剰余金の配当（注） 

中間純利益 

自己株式の取得 

自己株式の処分 

土地再評価差額金の取崩 

持分法適用会社の持分変動に伴う自己株式 
の増減 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中 
の変動額（純額） 

中間連結会計期間中の変動額合計 

中間連結会計期間末残高 

17,136 

  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 
－ 

 
△987 

△987 

16,149

 

  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 
－ 

 
△659 

△659 

△659

9,063 

  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 
－ 

 
△57 

△57 

9,005

26,199 

  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 
－ 

 
△1,704 

△1,704 

24,494

451 

  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 
－ 

 
42 

42 

493

406,465 

  

△3,573 

15,135 

△79 

6 

57 

 
3 

 
△1,662 

9,887 

416,352

評価・換算差額等   

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 少数株主持分 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

平成18年度中間期（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで） 
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■ 連結キャッシュ･フロー計算書 　 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前中間(当期）純利益 

減価償却費 

減損損失 

連結調整勘定償却額 

のれん償却額 

持分法による投資損益（△） 

貸倒引当金の増加額 

賞与引当金の増加額 

退職給付引当金の増加額 

資金運用収益 

資金調達費用 

有価証券関係損益（△） 

金銭の信託の運用損益（△） 

為替差損益（△） 

動産不動産処分損益（△） 

固定資産処分損益（△） 

特定取引資産の純増（△）減 

特定取引負債の純増減（△） 

貸出金の純増（△）減 

預金の純増減（△） 

譲渡性預金の純増減（△） 

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 

コールローン等の純増（△）減 

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 

コールマネー等の純増減（△） 

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 

外国為替（資産）の純増（△）減 

外国為替（負債）の純増減（△） 

普通社債の発行・償還による純増減（△） 

資金運用による収入 

資金調達による支出 

その他 

小計 

法人税等の支払額 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有価証券の取得による支出 

有価証券の売却による収入 

有価証券の償還による収入 

金銭の信託の増加による支出 

金銭の信託の減少による収入 

投資活動としての資金運用による収入 

動産不動産の取得による支出 

有形固定資産の取得による支出 

動産不動産の売却による収入 

有形固定資産の売却による収入 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

劣後特約付借入による収入 

劣後特約付借入金の返済による支出 

劣後特約付社債の発行による収入 

劣後特約付社債の償還による支出 

財務活動としての資金調達による支出 

配当金支払額 

少数株主への配当金支払額 

自己株式の取得による支出 

自己株式の売却による収入 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△は減少額） 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 

9,052 

7,699 

944 

980 

 

68 

21,455 

△1 

705 

△74,763 

6,566 

△6,393 

△102 

△838 

305 

 

67 

△370 

144,047 

△147,379 

75,071 

△3,974 

1,689 

△112,835 

－ 

59,400 

28,849 

6,362 

168 

－ 

67,478 

△6,934 

△14,373 

62,944 

△482 

62,462 

  

△395,149 

179,835 

83,086 

△1,608 

－ 

8,822 

△1,528 

 

324 

 

－ 

△126,217 

  

－ 

△10,000 

20,000 

△1,500 

△1,331 

△3,573 

△57 

△81 

4 

3,460 

36 

△60,257 

489,969 

429,711

28,160 

7,144 

11 

  

1,132 

△35 

△20,109 

－ 

△308 

△75,617 

7,098 

1,978 

△0 

△42 

 

271 

△973 

△118 

2,356 

66,100 

42,299 

152,605 

△5,680 

△66,249 

△20,200 

△285,731 

△80,682 

1,152 

181 

－ 

62,385 

△4,923 

3,544 

△184,249 

△640 

△184,889 

  

△97,857 

82,585 

83,121 

－ 
9,000 

9,789 

 

△6,676 

 

207 

－ 

80,171 

  

1,000 

－ 

－ 

－ 

△1,236 

△3,573 

－ 

△79 

6 

△3,882 

9 

△108,591 

338,909 

230,317

46,571 

15,197 

1,020 

1,961 

 

133 

△10,222 

0 

553 

△150,862 

13,617 

△7,591 

△232 

△1,485 

316 

 

144 

△254 

10,964 

△113,791 

18,687 

△4,893 

507 

△112,973 

－ 

192,600 

△1,271 

5,018 

116 

△10 

132,992 

△15,658 

△17,215 

3,940 

△704 

3,236 

  

△616,429 

302,422 

149,320 

△1,608 

－ 

18,947 

△3,309 

 

1,095 

 

△2,384 

△151,946 

  

9,000 

△22,000 

20,000 

△1,500 

△2,687 

△5,218 

△57 

△248 

300 

△2,412 

62 

△151,059 

489,969 

338,909

（単位：百万円） 

平成17年度 
平成17年4月 1日から （平成18年3月31日まで） 

平成17年度中間期 
平成17年4月 1日から （平成17年9月30日まで） 

平成18年度中間期 
平成18年4月 1日から （平成18年9月30日まで） 
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1．連結の範囲に関する事項 
　（1）　連結子会社　　　　　　　　 15社 

主要な連結子会社名は、8ページに記載しているため省略しました。 
　（2）　非連結子会社　　　　　　　　3社 

会社名 
道銀どさんこ1号投資事業有限責任組合 
道銀どさんこ2号投資事業有限責任組合 
道銀サハリンビジネス投資事業有限責任組合 
非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰
余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、連結
の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げ
ない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

2．持分法の適用に関する事項 
　（1）　持分法適用の非連結子会社　　なし 
　（2）　持分法適用の関連会社　　　　１社 

会社名 
北陸キャピタル株式会社 

　（3）　持分法非適用の非連結子会社　3社 
会社名 
道銀どさんこ1号投資事業有限責任組合 
道銀どさんこ2号投資事業有限責任組合 
道銀サハリンビジネス投資事業有限責任組合 
持分法非適用の非連結子会社は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持
分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象
から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除
いております。 

　（4）　持分法非適用の関連会社　     なし 
3．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
　（1）　連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。 
　　　　6月末日　　　2社 
　　　　9月末日　   13社 
　（2）　連結子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なる2社については、中間連結決

算日に実施した仮決算に基づく財務諸表により連結しております。 
4．会計処理基準に関する事項 
　（1）　特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、
市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引に
ついては、取引の約定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及
び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間連結損益計算
書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中
間連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品につい
ては中間連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。 
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受
払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当中間連結会計
期間末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当中
間連結会計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

　（2）　有価証券の評価基準及び評価方法 
（イ）　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価

法（定額法）、その他有価証券のうち時価のある株式については中間連結会計期
間末前１カ月の市場価格の平均に基づく価格、それ以外については中間連結会計
期間末日における市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に
より算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価
法により行っております。 
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。 

（ロ）　金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)及び
(2)(イ)と同じ方法により行っております。 

　（3）　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行って
おります。 

　（4）　減価償却の方法 
①有形固定資産 
当社及び銀行業を営む連結子会社の有形固定資産は、動産については定率法、不
動産については主として定額法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分
して計上しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

　　　　　建物：6年～50年 
　　　　　動産：3年～20年 

銀行業を営む連結子会社以外の連結子会社の有形固定資産については、資産の見
積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しております。 
また、リース業務を営む連結子会社は、リース資産について、リース期間を償却
年数とし、リース期間満了時のリース資産の見積処分価額を残存価額とする定額法
により償却しております。 
なお、顧客の事故等に備えるため、減価償却費を追加計上しており、当中間連結
会計期間における当該減価償却費はありませんが、その累計額は104百万円であ
ります。 

　　　②無形固定資産 
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。 
なお、自社利用のソフトウエアについては、当社及び連結子会社で定める利用可
能期間（主として6年）に基づいて償却しております。 
また、のれんの償却については、5年間又は20年間の均等償却を行っております。 

　（5）　貸倒引当金の計上基準 
銀行業を営む連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、
次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」
という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」とい
う）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の
支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権に
ついては、一定の種類ごとに分類し、過去の一定期間における貸倒実績から算出し
た貸倒実績率等に基づき計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施
し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っております。 
当社及び銀行業を営む連結子会社以外の連結子会社においても同様に資産の自己
査定を行い、必要な引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額か
ら担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不
能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は188,603百万円であり
ます。 

　（6）　賞与引当金の計上基準 
賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支払
見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

　（7）　退職給付引当金の計上基準 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生
していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上
の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 
過去勤務債務：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（8年又
は9年）による定額法により損益処理 
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一
定の年数（8年又は9年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の
翌連結会計年度から損益処理 
なお、会計基準変更時差異（28,464百万円）については、15年による按分額
を費用処理することとし、当中間連結会計期間においては同按分額に12分の6を
乗じた額を計上しております。 

　（8）　外貨建資産・負債の換算基準 
外貨建資産・負債については、主として中間連結決算日の為替相場による円換算
額を付しております。 

　（9）　リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（10）　重要なヘッジ会計の方法 
（イ）　金利リスク・ヘッジ 

銀行業を営む連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッ
ジ会計の方法として、一部の資産・負債について、ヘッジ対象とヘッジ手段を直
接対応させる「個別ヘッジ」を適用し、繰延ヘッジによる会計処理あるいは金利
スワップの特例処理を行っております。 
なお、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバ
ティブ取引を用いて総体で管理する「マクロヘッジ」については、平成14年4
月にヘッジ会計の適用を中止し、ヘッジ会計の適用を中止するまで繰り延べてい
たヘッジ手段にかかる損益又は評価差額（△5,088百万円）は「銀行業におけ
る金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第24号）の規定に基づき、ヘッジ手段の残存期間（4.5
年）にわたり損益配分しております。 

（ロ）　為替変動リスク･ヘッジ 
銀行業を営む連結子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに
対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する
会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25
号）に規定する繰延ヘッジによっております。 
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスク
を減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段と
し、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ
ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しておりま
す。 
銀行業を営む連結子会社以外の連結子会社においては、デリバティブ取引によ
るヘッジを行っておりません。 

（11）　消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）の会計処理は、税抜方式によっ
ております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期
間の費用に計上しております。 

5．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
　中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であり
ます。 

〔中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更〕 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号平成17年12
月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会
計基準適用指針第8号平成17年12月9日）を当中間連結会計期間から適用しております。
　当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は416,519百万円
であります。 
　なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間
連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則及び
銀行法施行規則により作成しております。 
（投資事業組合に関する実務対応報告）  
「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第20号平成18年9月8日）が公表日以後終了する中間連結会計期間に係る中
間連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同実務
対応報告を適用しております。これによる中間連結貸借対照表等に与える影響はありませ
ん。 
（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準）  
「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準第1号平成14年2
月21日）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第2号平成14年2月21日）が平成17年12月27日付及び平成18年8
月11日付で一部改正され、会社法の定めが適用される処理に関して適用されることにな
ったことに伴い、当中間連結会計期間から同会計基準及び適用指針を適用しております。
これによる中間連結貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 
（有限責任事業組合等に関する実務対応報告）  
「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計処理に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第21号平成18年9月8日）が公表日以後終了する中間連結会計期間から適用
されることとなったことに伴い、当中間連結会計期間から同実務対応報告を適用しており
ます。これによる中間連結貸借対照表等に与える影響はありません。 
〔表示方法の変更〕 
　「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の
一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年4月28日）により改正され、平
成18年4月1日以後開始する事業年度から適用されることになったこと等に伴い、当中間
連結会計期間から以下のとおり表示を変更しております。 
（中間連結貸借対照表関係） 
　（1）　繰延ヘッジ損失又は繰延ヘッジ利益として「その他資産」又は「その他負債」に

含めて計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ、
評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。 

　（2）　負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しておりま
す。 

　（3）「動産不動産」は、「有形固定資産」「無形固定資産」又は「その他資産」に区分
して表示しております。 

　（4）「その他資産」に含めて表示していたソフトウエアは、「無形固定資産」に含めて
表示しております。 

　（5）　資産の部に独立掲記していた「連結調整勘定」は、「無形固定資産」に含めて表
示しております。 

（平成18年度中間期） 

中間連結財務諸表 
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 　 注記事項 （平成18年度中間期） 

1．中間連結貸借対照表関係 
　※1．有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式420百万円及び出資金1,375

百万円を含んでおります。 
　　2．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）

担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、当中間連結会計期間
末に当該処分をせずに所有しているものは20,067百万円であります。 

　※3．貸出金のうち、破綻先債権額は23,198百万円、延滞債権額は261,013百万円
であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること
その他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収
利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計
上貸出金」という）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第
1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の
経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金であります。 

　※4．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は269百万円であります。 
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3
月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

　※5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は71,624百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権
に該当しないものであります。 

　※6．破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は356,106百万円であります。 
なお、上記3．から6．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

　※7．ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会計士協会会計制
度委員会報告第3号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加
元本金額のうち、中間連結貸借対照表計上額は、1,000百万円であります。 

　※8．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融取
引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付
為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は、142,935百万円であります。 

　※9．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産　　　　　担保資産に対応する債務 
有価証券　263,785百万円　　預金　　　　　　　　　　　16,299百万円 
貸出金　　237,872百万円　　コールマネー　　　　　　　31,768百万円 

債券貸借取引受入担保金　　27,194百万円 
借用金　　　　　　　　　 153,400百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、
有価証券196,228百万円、その他資産43百万円を差し入れております。 
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は54百万円及び保証金は4,775百
万円であります。 

　※１０．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実
行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定
の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る
融資未実行残高は、2,248,238百万円であります。このうち原契約期間が1年以
内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが2,230,586百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資
未実行残高そのものが必ずしも当社及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに
影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債
権の保全及びその他相当の事由があるときは、連結子会社が実行申し込みを受けた
融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま
す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続きに基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

　※１１．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、
株式会社北陸銀行の事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差
額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
再評価を行った年月日 
平成10年3月31日 
同法律第3条第3項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第
2条第4号に定める算定方法に基づき、地価税法に規定する地価税の課税価格の
計算基礎となる土地の価額（路線価）を基準として時価を算出しております。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当中間連結会計期間末に
おける時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

22,347百万円 
　※１２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　166,150百万円 
　※１３．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　　　　　　　 3,835百万円 
　　　（当中間連結会計期間圧縮記帳額　　　　　　　　　　　　 －百万円） 
　※１４．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後

特約付借入金29,000百万円が含まれております。 
　※１５．社債のうち、劣後保証付永久劣後債は26,500百万円、劣後保証付期限付劣後債

は3,900百万円、劣後特約付期限付劣後債は40,000百万円であります。 

2．中間連結損益計算書関係 
　※1．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額17,459百万円を含んでおります。 
3．中間連結株主資本等変動計算書関係 
　1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）1．普通株式の自己株式の株式数の増加173千株は、単元未満株式の買取りによる

増加であります。 
2．普通株式の自己株式の株式数の減少28千株は、単元未満株主からの売渡請求
による減少15千株及び持分法適用会社が所有する自己株式（当社株式）の持
分割合減少による当社帰属分の減少13千株であります。 

　2．配当に関する事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計
期間の末日後となるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 
　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係 
　　　 平成18年9月30日現在 

現金預け金勘定　　　　　　　　　　　 243,893百万円 
預け金（日本銀行預け金を除く）　　　△13,576百万円 
現金及び現金同等物　　 　　　　　　　230,317百万円 

5．リース取引関係 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引 
（借手側） 
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中
間連結会計期間末残高相当額 
 
 
 
 
（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間連結会計期間末残高が有形固定資産
の中間連結会計期間末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっ
ております。 

・未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額 
　　　　 １年内　　　　　　　     1年超　　　　　　　      合　　  計 
　　　460百万円　  　　　　  1,646百万円　　　　　　2,106百万円 
（注）未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額は、未経過リース料中間連結
会計期間末残高が有形固定資産の中間連結会計期間末残高等に占めるその割合
が低いため、支払利子込み法によっております。 

・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 
支払リース料　　　　　　 184百万円 
減価償却費相当額　　　　 184百万円 

・減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 
　 リース資産に配分された減損損失はありません。 
（貸手側） 
・リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計額及び中間連結会計期間末
残高 
　　　　　　　　　　　　　    動　　産　　　   　その他　　　     合　　計 
取 　 得 　 価 　 額　　43,372百万円　  7,360百万円　  50,733百万円 
減 価 償 却 累 計 額　　21,189百万円　  3,521百万円　  24,710百万円 
中間連結会計期間末残高　　22,182百万円　  3,839百万円　  26,022百万円 

・未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額 
　　　　 １年内　　　　　　　     1年超　　　　　　　   合　　計 
　　  9,871百万円　　　     17,646百万円　　       27,518百万円 
（注）未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額は、未経過リース料及び見積
残存価額の合計額の中間連結会計期間末残高が営業債権の中間連結会計期間末
残高等に占めるその割合が低いため、受取利子込み法によっております。 

・受取リース料及び減価償却費 
受取リース料　　　　　5,849百万円 
減価償却費　　　　　　5,095百万円 

（減損損失について） 
リース資産に配分された減損損失はありません。 

（中間連結損益計算書関係） 
　（1）　連結調整勘定償却は、従来、「経常費用」中「その他経常費用」で処理しており

ましたが、当中間連結会計期間からは無形固定資産償却として「経常費用」中「営
業経費」に含めております。 

　（2）　動産不動産処分益及び動産不動産処分損は、中間連結貸借対照表の「動産不動産」
が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処
分益」及び「固定資産処分損」として表示しております。  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
　（1）「連結調整勘定償却額」は「のれん償却額」に含めて表示しております。 
　（2）「動産不動産処分損益（△）」は、中間連結貸借対照表の「動産不動産」が「有形固

定資産」、「無形固定資産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処分損益（△）」
等として表示しております。 
　また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得による支出」等
として、「動産不動産の売却による収入」は、「有形固定資産の売却による収入」
等として表示しております。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　動　産　　　　　その他　　　　　合　計 
取 得 価 額 相 当 額　 2,203百万円 　　  841百万円　 3,045百万円 
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額　 　602百万円 　　  336百万円 　 　938百万円 
中間連結会計期間末残高相当額　 1,601百万円 　　  504百万円 　 2,106百万円 

株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

平成18年6月27日 

定時株主総会 

普通株式 

第1回第1種 
優先株式 

第1回第4種 
優先株式 

第1回第5種 
優先株式 

1,928 

577 

261 

805

1.50 

3.85 

3.31 

7.50

1株当たりの 
金額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年3月31日 

平成18年3月31日 

平成18年3月31日 

平成18年3月31日 

平成18年6月28日 

平成18年6月28日 

平成18年6月28日 

平成18年6月28日 

（決　議） 

株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
（百万円） 

平成18年 
11月20日 
取締役会 

第1回第1種 
優先株式 

第1回第4種 
優先株式 

第1回第5種 
優先株式 

577 

261 

805

利益剰余金 

利益剰余金 

利益剰余金 

3.85 

3.31 

7.50

1株当たりの 
金額（円） 

効力発生日 

平成18年12月8日 

平成18年12月8日 

平成18年12月8日 

（決　議） 基準日 

平成18年9月30日 

平成18年9月30日 

平成18年9月30日 

前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 
株式数（千株） 

発行済株式 

　普通株式 

　第1回第1種 
　優先株式 

　第1回第4種 
　優先株式 

　第1回第5種 
　優先株式 

　  合計 

自己株式 

　普通株式 

　  合計 

1,286,630 

 
150,000 

 
79,000 

 

107,432 

1,623,062 

  

942 

942

－ 

 
－ 

 
－ 

 

－ 

－ 

  

173 

173

－ 

 
－ 

 
－ 

 

－ 

－ 

  

28 

28

1,286,630 

 
150,000 

 
79,000 

 
107,432 

1,623,062 

  

1,087 

1,087

摘要 

注1,2
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中間連結財務諸表 
6．1株当たり情報 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成18年度中間期 
1株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　187.05円 
1株当たり中間純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10.49円 
潜在株式調整後1株当たり中間純利益　　　　　　　   　　　　　　   　　　　  8.73円 
（追加情報） 
 「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号
平成14年9月25日）が平成18年1月31日付で改正され、会社法施行日以後終了する
中間連結会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同
適用指針を適用し、1株当たりの純資産は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。
これにより、従来の方法に比べ1株当たりの純資産額は0円51銭減少しております。 

（注）1.1株当たり中間純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間純利益の算定上の基礎
は、次のとおりであります。 

　　　　　1株当たり中間純利益 
　　　　　　中間純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,135百万円 
　　　　　　普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　　　　　　　1,644百万円 
　　　　　　　うち中間優先配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,644百万円 
　　　　　　普通株式に係る中間純利益　　　　　　　　　　　　　　　13,490百万円 
　　　　　　普通株式の中間期中平均株式数　　　　　　　　　　　　1,285,627千株 
 
　　　　　潜在株式調整後1株当たり中間純利益 
　　　　　　中間純利益調整額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　838百万円 
　　　　　　　うち中間優先配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　838百万円 
　　　　　　普通株式増加数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  355,749千株 
　　　　　　　うち優先株式　　　　　　　　　　　　　    　　　　　   355,749千株 
 
　　 2.1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 
　　　　　純資産の部の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 416,352百万円 
　　　　　純資産の部の合計額から控除する金額　　　　　　　　　　175,884百万円 
　　　　　　うち少数株主持分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　493百万円 
　　　　　　うち優先株式発行金額　　　　　　　　　　　　　　　　173,746百万円 
　　　　　　うち中間優先配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,644百万円 
　　　　　普通株式に係る中間期末の純資産額　　　　　　　　　　　240,468百万円 
　　　　　1株当たり純資産額の算定に用いられた 
　　　　　中間期末の普通株式の数　　　　　　　　　　　　　　　　1,285,543千株 
 
（重要な後発事象） 
当社は、平成18年9月29日開催の取締役会の決議に基づき、公募及び第三者割当の
方法による新株式を発行し、以下のとおり資本金及び資本準備金が増加しております。 
　　1．公募による新株式発行 

(1)発行新株式数　　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　95,000千株 
(2)発行価格　　　　　　　　　1株につき　　　　　　　　　　　　　　　413円 
(3)発行価格の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　39,235百万円 
(4)払込金額　　　　　　　　　1株につき　　　　　　　　　　　　  396.04円 
(5)払込金額の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 37,623百万円 
(6)増加する資本金及び資本準備金の額 

資本金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,905百万円 
　　　　　　  （1株につき　　　　　　　　　　　　　  199円） 
資本準備金　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,718百万円 
　　　　　　  （1株につき　　　　　　　　　　　　197.04円） 

(7)払込期日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年10月19日 
(8)資金の使途　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  運転資金 

 
　　2．第三者割当による新株式発行 

(1)発行新株式数　　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　 10,000千株 
(2)割当先及び株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 野村證券株式会社 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,000千株 
(3)払込金額　　　　　　　　　1株につき　　　　　　　　　　　　  396.04円 
(4)払込金額の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,960百万円 
(5)増加する資本金及び資本準備金の額 

資本金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,990百万円 
　　　　　　  （1株につき　　　　　　　　　　　　　  199円） 
資本準備金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,970百万円 
　　　　　　  （1株につき　　　　　　　　　　　　197.04円） 

(6)払込期日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年11月17日 
(7)資金の使途　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 運転資金 
 




